


2024年 12 月 20日 

「建設現場土日一斉閉所を目指して（要望）」 対応報告 

 

日 時  令和６年１２月１９日（木）１０時２０分～１0 時４０分 

来訪者  （一社）神奈川県建設業協会 渡邉一郎会長、金子浩之専務理事 

     報道関係者５名（建通新聞社、建設通信新聞社、建設工業新聞社、日本工業経済新聞

社、神奈川建設産業通信社） 

対 応  井村専務理事、藤田 

内 容  （一社）神奈川県建設業協会・渡邉会長より県連・上野会頭あてに「建設現場土日一斉

閉所を目指して（要望）」の提出があった。（渡邉会長から井村専務理事あて手交） 

 

○ 神奈川県建設業協会・渡邉会長 

・週休二日制はまだ導入されていなかったが、いわ

ゆる残業規制により週休二日制にせざるを得なく

なった。土日閉所についてはこれまでは月６回は

休んでいたが、土日全てを閉所することとした。た

だし祝日は入っていない。ゆくゆくは祝日も閉所

としたい。 

・官公庁発注の公共工事については、週休二日制が

かなり進んでいるが、民間発注の工事における週

休二日が進んでいない。 

・残業規制への対応について具体例としては、下請

のクレーンやポンプの業界では、これまで５時、６時過ぎまで業務をやっていたが、これから

は３時に上がらせてもらうこととした。これは、後かたづけ等の時間を考慮したもので、３時

に終了すれば機材を片付け終わるのが５時となるため。 

・我々はポスターを作成するなどして周知を行っている。 

・週休二日制の導入により工期が長くなると、これに伴い工事費も上がる実情がある。 

・公共構築物は複雑な設計になっている場合が多く、工費がかさみ労力も増す。これが残業の一

因となる。民間の工事であれば工事費を高く払うことは可能だが、公共工事の場合は単価が決

まっているため厳しい一面がある。 

 

○ 県連・井村専務 

・建設業界は全産業の中でも勤務時間が長い。 

・課題解決に向けて、要望は理解できる。契約の 1 つ 1 つは各社の判断に委ねられるとのことで

あるが、各会議所には、受注業者、発注業者が会員となっている。早速各会議所を通して要望

の趣旨、意義を早急に周知する。 

・工期が長くなると発注費がかさむことから工期を短くして発注する、ということをお聞きし、

そうしたことの弊害について発注側の理解を進めるようにしたい。 

・また、大企業が適正な取引をやってもらうことの実現が必要。適正な工期が適正な取引となる

と思う。 

資  料 

神奈川県建設業協会・渡邉会長、県連・井村専務理事 


